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１.事業概要 

 

（１）概 要 

東日本大震災の被災地である気仙地域（岩手県大船渡市・陸前高田市・宮城県気仙沼市）にお

いて、孤独・孤立対策ネットワーク会議を設立し、「高齢者」「ひとり親世帯」「障がい者」等に

対して居場所づくりを行うＮＰＯ等を対象とした、活動実態調査、勉強会や交流会等を実施し、

活動基盤の強化と市域・分野を越えたネットワーク化を図る。 

 

（２）全体像 
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（３）実施構成団体の活動概要 

〈一般社団法人気仙沼まちづくり支援センター〉 

 

【沿革】  

平成 30 年 3 月 1 日 法人登記 

平成 30 年 4 月より「気仙沼 NPO/NGO 連絡会（地域内活動団体情報共有の場）」事務局 

平成 30 年 4 月 気仙沼市「コミュニティ形成支援」業務委託実施（令和 5 年度現在継続） 

平成 30 年 6 月 三陸沿岸ネットワーク「NPO サポートリンク」参画 

平成 31 年 1 月 震災語り部ネットワーク「けせんぬま震災伝承ネットワーク」加盟 

平成 31 年 4 月 東北大学災害科学国際研究所気仙沼分室業務委託実施（令和 5 年度現在継続） 

令和 4 年度 宮城県 NPO 等の絆力を活かした震災復興支援団体交流事業（気仙沼・南三陸 

地域）」業務委託実施 

令和 5 年度 宮城県 NPO 等の絆力を活かした震災復興支援事業補助金による団体支援実施 

 

【活動目的】 

本法人は、気仙沼市圏域及びその周辺住民が豊かに暮らすための、まちづくり推進と支援に関

する事業を行うとともに、住民、NPO、企業、行政の協働による地域社会づくりに寄与するこ

とを目的として非営利活動を行う。 

 

【概要】 

宮城県の北部、岩手につき出すように位置する「気仙沼」。 

海と山に囲まれ、自然に恵まれたこのまちにおいて、先人たちが守り培ってきた気仙沼らしい

環境・景観・文化を活かしつつ、これからの豊かな生活、安全・安心に暮らすことができるま

ちづくり活動を“つなぎ”、“ささえる”活動を行っている。市民活動参画に必要な基本情報の

整理・公開・共有、さらに地域における情報交換可能な場の提供、併せて地域外の情報提供に

努めている。 

 

【過去に実施した類似事業】 

令和 4 年 1 月 

令和 3 年度「宮城県ＮＰＯ等の絆力を活かした震災復興支援団体交流事業」委託業務 

「チームきずこう」（構成団体：認定特定非営利活動法人杜の伝言板ゆるる・一般社団法人気 

仙沼まちづくり支援センター・認定特定非営利活動法人地星社・特定非営利活動法人にじいろ 

クレヨン）として、「人と組織の成長を考える 地域における連携の可能性」と題した支援活動

団体の交流事業を実施。 
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〈特定非営利活動法人陸前高田まちづくり協働センター〉 

 

【活動概要】 

陸前高田まちづくり協働センターは、東日本大震災の発災をきっかけに岩手県陸前高田市で活

動を開始。2012 年 3月から同市に事業所を設置し、陸前高田らしい協働のまちづくりを推進す

ることを目的としている。 

「市民が主役のまちづくり」を目指して、市民が中心となって行う様々なまちづくり活動に対

して、各種相談に対応するセンターの運営を主として、コーディネート、地域運営組織への支

援、活動に役立つ各種研修・講座の企画開催、地域の担い手の発掘と育成、ネットワークづく

り等の事業を実施し、市民の想いの実現をサポートしている。 

 

 

 

〈特定非営利活動法人おおふなと市民活動センター〉 

 

【活動概要】 

おおふなと市民活動センターは、東日本大震災をきっかけに発足した大船渡市市民活動支援セ

ンター運営協議会（大船渡市、社会福祉協議会、NPO3 団体で構成）を前身として、中間支援

組織として発展的な活動を行っていくために法人化した団体である。 

大船渡市の HUB となることであらゆるセクターの連携を促し、より暮らし続けたい大船渡を

目指して活動している。NPO 支援、地域づくり支援、高齢者支援、若者支援など広い分野に関

わることで、より良いアクションを起こせるように活動している。 
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（４）「気仙地域」を対象に実施する理由 

 

「文化的要素」 

三陸海岸の南に位置する大船渡市、陸前高田市、気仙沼市（以下気仙地域）はリアス式の入

り組んだ海岸線と水深の深い入り江となっており天然の良港が多いこと、また、世界三大漁場

のひとつである三陸沖に近いこともあり、古くから海からの恵みに育まれ、海を介してのつな

がりが深く、漁業を基盤として発展してきた「気仙地域」と称される文化圏の一部である。住

居と職場が地域をまたいでいることも多く、県を越えて人の往来が日常的にある地域となって

いる。生活水準も同程度で、人口の減少率も各市で 20%前後であることなども似通っている。  

また、津波被害を繰り返し受けてきた地域でもあり、共通する課題も多くあるが、行政単位

が岩手県（大船渡市・陸前高田市）と宮城県（気仙沼市）と異なることから、解決に向けた協

力体制構築において、自治体を越えた事業展開が難しい環境にある。 

 

 

■ 資料 1：気仙地域の地理的位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 資料 2：各地域の東日本大震災被災直前と現在の人口／減少率  

 平成 23 年 2 月末 令和 5 年 2 月末 減少率 

岩手県大船渡市 41,089 人 33,238 人 ▲19.11% 

岩手県陸前高田市 24,246 人 17,812 人 ▲26.53% 

宮城県気仙沼市 74,247 人 58,370 人 ▲21.38% 

 

 

陸前高田市 

大船渡市 

気仙沼市 

岩手県 

宮城県 
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「孤独・孤立」状態に陥る背景 

 

①生活様式の多様化 

 過酷さも相まって、地域の基幹産業である漁業を含む一次産業を継承せず、別環境に可能性

を求めることが加速していることから、以下の状況を生じている。 

■ 家業の多くを占めていた第一次産業を継承せず、利便性や条件の良い仕事を求めて家 

（地域）を出る選択をすることで、世帯分離が進んだ。 

■ 企業等の組織勤務で時間の猶予がなくなり、「自治会（町内会）」等の地域会合への参加が 

難しくなり、地域内のつながりも希薄になった。 

■ 対面による関わりを必要としない層が増えた。 

■ 物価や家賃に比べ、収入が低いことも原因なのか、未婚者が増えた。 

 

②東日本大震災の影響 

津波常襲地域の気仙地域沿岸部は、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災による津波

で甚大な被害を受けた地域でもある。震災前までは、住民のほとんどが一軒家で生活していた

のだが、津波被害を受けた地域の大半が、危険区域に指定され住宅建築制限がかけられ、住み

慣れた土地に戻ることができなくなったばかりか、経験したことのない生活空間の集合住宅に

住むことになった方も多い。 

■ 東日本大震災による津波被害で様々なもの（ひと、もの、土地、仕事等）が流失し、今で 

も喪失感を抱き続けている人も少なからずいる。 

■ 津波浸水地域内の関係性が崩壊し、震災前まであった近隣との“何気ない関わり”が失わ 

れた。 

■ 移転先は海から離れた場所となり、新たな地域の慣れない環境で生活することとなった。 

■ 戸建ての住環境から集合タイプの住宅に移転した方は、近隣との関わりが大きく変化。 

 

③新型コロナウイルスの猛威 

 東日本大震災由来で生じたコミュニティの崩壊から10年を経て住宅再建も落ち着きを見せ、

多様なセクターが継続的に支援を重ねてきたことにより、新たな地域における住民間のつなが

り創出に光が差してきた時期に、「新型コロナウイルス」が蔓延。その結果、次のような影響が

あった。 

■ 交流が制限され、他者との接触ができなくなった。 

■ 感染による高齢者の重症化が多くみられたことから、支援者との接触も避けられた。 

■ 学校の長期休校により、学生間のつながる機会が減少。 

■ 外出機会が激減し、肉体的にも精神的にも問題を抱える人が増加した。 

 

①、②、③で挙げたことが要因となり、孤独を抱える方、孤立状態にある方、孤立・孤独化

する危険性がある方々も、潜在的に増加していると推察できる。 
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統計から読み解く「孤独・孤立」の要素 

 東日本大震災前から令和 5年までの各市別人口／世帯数の推移をまとめている。（資料 3） 

 

■ 資料 3：気仙地域における平成 23（2011）年～令和 5（2023）年人口/世帯数の変化 

 

※ 各市ともに人口は減少し続けていることから、以前までのような支え合いはますます難し 

くなっており、同時に地域支援の担い手も不足してきている。 

 

次に、国勢調査による市別の人口と単独世帯数を表にまとめている。（資料 4） 

 

■ 資料 4：国勢調査による各市の人口と単独世帯数の推移 

 

 

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 増減

人口 41,089 39,548 39,367 39,090 38,850 38,394 37,827 37,134 36,475 35,755 35,072 34,184 33,438 ▲ 6,110

前年比 ▲ 1,541 ▲ 181 ▲ 277 ▲ 240 ▲ 456 ▲ 567 ▲ 693 ▲ 659 ▲ 720 ▲ 683 ▲ 888 ▲ 746

世帯 14,970 14,522 14,668 14,812 15,017 15,051 15,031 14,963 14,959 14,935 14,893 14,792 14,774 252

前年比 ▲ 448 146 144 205 34 ▲ 20 ▲ 68 ▲ 4 ▲ 24 ▲ 42 ▲ 101 ▲ 18

人口 24,246 21,044 20,687 20,466 20,351 20,164 19,811 19,510 19,167 18,881 18,601 18,281 17,915 ▲ 3,129

前年比 ▲ 3,202 ▲ 357 ▲ 221 ▲ 115 ▲ 187 ▲ 353 ▲ 301 ▲ 343 ▲ 286 ▲ 280 ▲ 320 ▲ 366

世帯 8,260 7,507 7,480 7,556 7,623 7,628 7,592 7,605 7,607 7,618 7,643 7,628 7,599 92

前年比 ▲ 753 ▲ 27 76 67 5 ▲ 36 13 2 11 25 ▲ 15 ▲ 29

人口 74,247 69,986 69,089 68,260 67,561 66,604 65,762 64,685 63,716 62,386 61,282 59,962 58,753 ▲ 11,233

前年比 ▲ 4,261 ▲ 897 ▲ 829 ▲ 699 ▲ 957 ▲ 842 ▲ 1,077 ▲ 969 ▲ 1,330 ▲ 1,104 ▲ 1,320 ▲ 1,209

世帯 26,601 25,555 25,670 25,879 26,070 26,235 26,362 26,373 26,434 26,373 26,402 26,192 26,204 649

前年比 ▲ 1,046 115 209 191 165 127 11 61 ▲ 61 29 ▲ 210 12
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（５）事業の目的 

①東日本大震災由来の交流や見守り支援活動原資が復興交付金由来である場合がほとんど

で、予算の縮小等で活動が困難になったＮＰＯが活動休止、あるいは撤退し、「サービスを必

要とする住民（以下、受益者）」への支援に支障をきたしていることから、被災者支援の枠組

みではなく、通常活動への移行が必要。 

②「孤独・孤立」に陥る原因は多岐。単独の活動で解決可能なこと＋専門知識による対応が 

必要なこと＋団体ごとの持ち味を活かしながら協力した方が良いこと等、受益者毎の対応が 

求められる。 

①、②から、大船渡市・陸前高田市・気仙沼市各市の中間支援組織が連携し、「孤独・孤立」 

に係る活動をしているＮＰＯ団体等を調査し、現状を把握する。その結果を反映した研修や 

交流事業を実施。自治体をまたぎ、それぞれ特徴を活かし合い、無理なく持続的な活動がで 

きる環境の整備を図りながら、自治体を越えた新たなネットワーク基盤の構築を目指した。 

 

（６）調査実施のための組織体制 

【実施事務局】 

・気仙沼市：一般社団法人気仙沼まちづくり支援センター      代表理事 塚本  卓 

職  員 小野寺克江 

職  員 江畑 由紀 

【協働実施団体】 

・大船渡市 ：特定非営利活動法人おおふなと市民活動センター   理 事 長 木下 雄太 

・陸前高田市：特定非営利活動法人陸前高田まちづくり協働センター 理 事 長 三浦まり江 

 

【アドバイザー】 

本事業の実施にあたり、専門知識を有する学識経験者等に知見の提供をいただいた。 

・一般社団法人東北圏地域づくりコンソーシアム  事務局長：高田 篤 氏 

・国立大学法人東北大学災害科学国際研究所       准教授  ：佐藤 翔輔 氏 

・特定非営利活動法人日本ＮＰＯセンター         常務理事：田尻 佳史 氏 

 

【協力団体】 

本事業の実施にあたり、ノウハウや他地域事例等の提供をはじめとする協力をいただいた。 

・ＮＰＯサポートリンク（岩手、みやぎ、福島沿岸部を中心とした中間支援組織ネットワーク） 

・特定非営利活動法人日本ＮＰＯセンター 

 

【協力機関】 

調査実施過程で、以下の関連機関に協力を仰いでいる。 

・行政 

・社会福祉協議会 
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２.実施スケジュール 

 

事業期間：令和５年９月１日～令和６年３月８日 

時期 ネットワーク会議 調査 研修・交流等 検証・報告書 

令和５年 ９月 設立 現状共有   

    １０月 

会議開催 

 

アドバイザー招聘 

設計 

 

調査対象精査 

 

設計 

 

活動団体整理 

    １１月  調査内容確定  
調査対象団体

整理 

    １２月 

会議開催 

 

アドバイザー招聘 

 

協力団体参加 

 

令和 6 年度以降の

活動検討 

アンケート調査実施 企画立案 
アンケート 

調査の集計 

令和６年 １月 

会議開催 

 

協力団体参加 

 

内容の詳細設計 

 

開催準備、周知開始 

アンケート 

調査の分析 

     ２月 

会議開催 

 

アドバイザー招聘 

 

市毎勉強会開催：計 3 回 

 

市毎交流会開催：計 3 回 

開催の整理 

     ３月 

会議開催 

 

アドバイザー招聘 

活動団体詳細 

ヒアリング実施 
 

事業検証 

 

報告書作成 
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３.実施内容・方法 

 

テーマ：「孤独・孤立対策に取り組むＮＰＯ等の活動基盤の強化」 

事業名：「地域の居場所づくり活動ネットワーク化事業」 

課題感：同じ文化圏・生活圏でありながら支援体制が 3 市で横断されておらず、「サービスを

必要とする住民（以下、受益者）」にとって利用しやすい環境ができていない。また、

ＮＰＯ等の団体単体による活動が多く、他の機関との横のつながりが脆弱で情報共有

が不足し、受益者が抱える課題に対して対応が遅れてしまうケースもあるほか、受益

者がサービスを利用しづらくなるなど結果的に受益者に負担がかかっている。 

目 的：気仙地域において「居場所づくり」に関係する活動を行うＮＰＯ等に対し、市域・分

野を越えてネットワーク化するとともに相互研鑽を進め、活動のさらなる活性化と能

力向上を行い、孤独・孤立の予防につなげることを目的とする。あわせて中間支援組

織の力量形成も行い、本事業を契機にした取り組みの継続を図る。 

 

実施内容・方法 

（１）気仙地域孤独孤立対策ネットワーク会議の設立と定期開催 

目  的：地域で活動するＮＰＯ等の環境が整備され、孤独・孤立を抱える住民に継続的に 

サービスが提供できるよう、「気仙地域孤独孤立対策ネットワーク会議」（以下、 

ネットワーク会議）を設立し、会合を定期開催する。 

実施方法：対面とオンライン併用、記載以外にも適宜メール・電話で実施 

 開催概要： 

令和 5 年 9 月／3 回（対面 1 回、オンライン 2 回） 

      ・事業の進め方の確認と調査方法の検討。 

・各市の福祉政策、組織体制の情報共有。自治体による違いを確認。 

      ・ＮＰＯ等活動団体のリスト化にあたり、必要要件を整理。 

10 月／2 回（対面 1 回、オンライン 1 回） 

  ・アドバイザーに事業全体の進め方についての意見を頂く。 

  ・アンケート調査実施に向けた設問内容検討。 

  ・当初対象と考えていた団体のうち、活動休止・活動終了団体を調査。 

  ・調査対象となる団体の分野について精査。 

11 月／0 回（メール中心） 

  ・アンケートの設問について、メールベースで繰り返し確認し内容を決定。 

  ・アンケート調査対象団体を市別にリスト化。 

  ・アンケート調査の実施を 12/4（月）～12/15（金）に決定。 

      ※各市の担当課、市社会福祉協議会に事業内容説明と協力依頼を行う。 

 



10 
 

12 月／4 回（対面 2 回、オンライン 2 回） 

・12/2（土）に東京で行われた「市民セクター全国会議」に参加。 

登壇された孤独・孤立対策担当室室長の講話をお伺いし、また、関係参加団体 

から情報を収集した。協力団体の日本ＮＰＯセンターで打合せを行った。 

 ・協力団体とアドバイザーを交え、残りの期間内で行うことを話し合った。 

・アンケート調査票の配布（ネット・郵送・手渡し）。 

・アンケート調査の追加ヒアリング実施。 

・アンケート調査回答の集計と分析を行う。 

・アンケート回答を基に、勉強会開催に向け、内容と講師を検討。 

・令和 6 年度以降の事業継続について話合い。 

令和 6 年 1 月／4 回（対面 2 回、オンライン 2 回） 

     ・アンケート調査結果の分析について協力団体の職員からアドバイスを頂く。 

     ・アンケート回答について、クロス集計等により詳細に分析。 

     ・アドバイザーの助言を基に、勉強会の内容と講師、日程を決定。 

     ・勉強会と交流会を併催することとした。 

2 月／2 回（対面 1 回、オンライン 1 回） 

      ・勉強会、交流会開催に向けた準備物について確認。 

      ・勉強会と交流会の内容と進め方、タイムテーブルについて最終調整。 

3 月／2 回（オンライン 2 回） 

      ・各市の活動団体に行う詳細ヒアリングの内容を調整。 

・最終報告会に向けた打合せ。 

 

会議への関与：アドバイザー＝計 8 回 

協力団体  ＝計 2 回 
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（２）ＮＰＯ等の活動実態調査 

目  的：ネットワーク会議で検討した仮説を基に、気仙地域内で活動するＮＰＯ等を対象 

に活動実態や抱える課題を調査する。その結果から、研修会のテーマを設定する 

ための検討材料を集める。 

対  象：気仙地域で活動するＮＰＯ等の支援団体 約 400 団体（当初想定）から変更。 

     詳細は、後述するアンケート実施概要に記載した。 

実施方法： 

・ネットワーク会議にアドバイザーを招聘し調査内容を協議、設定 

・3 市のＮＰＯ等支援団体をリスト化、対象団体に向けアンケート調査票を、専用フォーム 

によるネット回答を主軸に、郵送、手渡しで送付 

・ネットワーク会議にアドバイザーを招聘し、アンケート調査結果の検証と考察を行う 

・アンケート調査を基にヒアリング団体を各市で 1 団体選定し、詳細ヒアリングを実施 

手  順： 

①事業対象 3市の NPO 等の現状確認 

岩手県大船渡市、岩手県陸前高田市、宮城県気仙沼市は、東日本大震災の被災者支援を目的 

として活動を開始した団体が数多く存在する。震災から 13 年目の令和 5 年時点で、活動を 

継続している団体も少なくないが、中には、様々な要因から活動を休止、あるいは解散を選 

択する団体も存在する。各地域の活動団体を改めて整理し、3 団体が所有している各地域の 

活動団体の一覧を共有し、本事業の調査対象を精査するために以下の方法で市毎にリストを 

作成した。 

 

■団体情報の取得方法 

・おおふなと市民活動センター、陸前高田まちづくり協働センター、気仙沼まちづくり支援 

センター、それぞれが有する団体情報（ＮＰＯ等の各種法人、地縁組織、未法人化団体等） 

・内閣府の情報（ＮＰＯ） 

・法務局の情報（社団法人等） 

・他の市民活動支援組織の有する情報（ＮＰＯ等の各種法人、地縁組織、未法人化団体等） 

※自治会（町内会）地縁組織は連絡先入手が困難なこと、宗教法人は全数把握が困難である

ことから対象外とした。 

 

得られた情報を精査 

・気仙地域は東日本大震災由来で活動団体が大幅に増えたこともあり、現在の活動状況の再 

 確認が必須であることから、活動休止・解散団体の情報を収集し反映した 

・連絡先（住所、電話、メールアドレス、ホームページ等）が不明の団体を選別 

・「孤独・孤立対策」基盤を整備し、県域を越えたネットワーク作りをする上で必要な各地域 

の活動団体基礎情報を共有 
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②事業対象 3市の福祉施策の確認 

話し合いを進める中で、福祉に係る活動の違いが明らかになったことから、共通理解を進め 

るために各市特有の組織やその役割を整理した。 

■調査期間 

  令和５年１２月４日（月）～１２月１５日（金）まで（郵送の場合、消印有効とした） 

■調査対象とした団体数： 

 １８４団体（大船渡市：４９／陸前高田市：３９／気仙沼市：９６） 

属 性 別 小 計 大船渡市 陸前高田市 気仙沼市 

特定非営利活動法人 ５８団体 ２０団体 １６団体 ２２団体 

社会福祉法人 ２７団体 １５団体 ５団体 ７団体 

公益社団法人 ２団体 ２団体 ０団体 ０団体 

公益財団法人 １団体 ０団体 ０団体 １団体 

一般社団法人 ４６団体 １１団体 １７団体 １７団体 

一般財団法人 ４団体 １団体 １団体 ３団体 

医療法人 １団体 ０団体 ０団体 １団体 

任意団体 ４５団体 ０団体 ０団体 ４３団体 

その他 ２団体 ０団体 ０団体 ２団体 

合 計 １８４団体 ４９団体 ３９団体 ９６団体 

 

■回答団体数 

  ６８団体（大船渡市：１５／陸前高田市：１６／気仙沼市：３７） 

属 性 別 小 計 大船渡市 陸前高田市 気仙沼市 

特定非営利活動法人 ３０団体 ８団体 １０団体 １２団体 

社会福祉法人 ５団体 １団体 ２団体 ３団体 

公益社団法人 １団体 １団体 ０団体 １団体 

公益財団法人 １団体 ０団体 ０団体 １団体 

一般社団法人 １５団体 ５団体 ３団体 ６団体 

一般財団法人 １団体 ０団体 １団体 １団体 

医療法人 ０団体 ０団体 ０団体 ０団体 

任意団体 １５団体 ０団体 ０団体 １１団体 

その他 ２団体 ０団体 ０団体 ２団体 

合 計 ６８団体 １５団体 １６団体 ３７団体 

 

■回 答 率： 

   ３６.９５％ 

（大船渡市：３０.６１％／陸前高田市：４１.０３％／気仙沼市：３８.５４％） 
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【アンケート調査結果の概要】 
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